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はじめに
2002年（平成14年）3月末をもって、同和地区に対する国の特別対策は、最終時限立法である「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（以下、地対財特法）」を最後にすべて終了した (1)。その結果、同和地区では住環境（ハード面）を中心に相当な改善をみた(2)。
しかし、一方で、1993年に総務庁がおこなった同和地区実態調査では、教育の面、就労の面、産業面での問題点がいまだ改善されていないことが指摘されている。また、2000年に大阪府がおこなった「同和問題の解決に向けた実態等調査」では、教育や就労面の諸問題に加え、被差別部落住民の被差別による自尊感情の低下といった心理的な問題、介護保険制度の普及率の低さとその背景にある識字問題なども具体的に明らかになっている(3)。
こうした未だに続く残された諸課題に対し、環境省総合環境政策局長の炭谷茂は以下のように懸念している。
「（前略）地対財特法が完全になくなって一般対策が中心になりましたけれども、同和地区における問題というのはたくさん残っているのではないかというふうに思います。1993年の実態調査においても、例えば教育の面、就労の面、産業面での問題点というのは残っているんですね。その後、日本の経済社会が向上しているのであれば、同和地区においてもこれらの問題が何らかの改善がされているだろうと思います。しかし、現実の日本社会の姿というのは逆に下降しており、より脆弱なところにしわ寄せがいっているのではないかと考えた場合、1993年の実態調査で指摘された問題というのは解決されていない、むしろ深刻化しているのではないかと、私は推測しております。」(4)
たしかに、これまで地域に集中的に表現される諸課題を解決するため、財源面では多分に国の諸事業に依存してきた同和地区にとっては、地対財特法が切れたことで課題解決力を一気に弱めてしまいかねない。そして、炭谷の「現実の日本の社会の姿というのは逆に下降しており、より脆弱なところにしわ寄せがいっているのではないか」という危惧は、実際に被差別部落で暮らす私にとって、非常に的を得ているように思えてならない。これまで同和事業でなんとか維持してきた課題解決のための諸活動が徐々に停滞するにつれ、コミュニティにおける問題が多発するようになってきている。それは予想外の速さで、私の周囲でも身近にそういう問題を目の当たりする程にまでなってきている。
そして炭谷氏の指摘するように、生活や教育、就労等の諸困難は、被差別部落のなかでも、とりわけ「より脆弱なところ」―子ども、高齢者、障害者、ひとり親世帯、女性など―により集中的に現れているのかもしれない。
同和地区において、こうした層は、特措法時代から決して取り残されてきたわけではなく、部落解放運動を中心としたステイクホルダーによって、手厚い支援がなされてきた。しかし、先に述べたように、その支援は財源面において多分に同和事業に依ってなされてきた。そのため、それらステイクホルダーによる、より脆弱な層に対する支援・働きかけが、特措法終焉と同時に停滞する危険性があるのである(5)。
ここでは、そこに該当するすべての人びとの諸問題を取り上げることはできないが、まずは、地対財特法前とその終焉後の現在における、被差別部落の高齢者の生活変容を確認することからはじめたい。
１．本研究の目的と方法
本研究では、2001年に大阪市内住吉地区において地区高齢者を対象に実施したインタビュー調査以降、約6年が経過しようとしている現時点において、住吉地区の高齢者の方々の生活がこの間いかに変化したのかということについて、2005年と2007年に再度おこなったインタビュー調査結果のデータとの比較から検証することを第一の目標とする。
加えて、本研究の意義は、地対財特法の有効年である2001年時と同時限立法が終焉した後の各時点との地区高齢者のインタビュー・データの比較検討を行うという点にある。
方法として、本研究では、エリア内部の詳細なポリティクスを照射し詳細かつ緻密な分析を行うため、都市部落の典型とされてきた大阪市内住吉地区を調査対象地区として限定した。その上で2001年調査時において、地域のフォーマルな資源とインフォーマルな資源を最大限活用しながら、生活面では非常に充実した生活を営まれていた、ひとり暮らしのある女性高齢者（Ａさん）の生活を地区高齢者の「地域生活モデル」として設定する。その設定理由―なぜ彼女が地域生活モデルとなりうるのか―については次の点に拠る。
まず部落解放同盟住吉支部が高齢者生活支援の成功事例として彼女を推選（抽出および紹介）したこと。また、2001年のインタビュー調査で具体的に明らかになった事柄から、彼女の生活を維持している諸条件として、第一に地区に在る諸社会資源を最大限活用している点、第二に、彼女自身が解放運動や自治会活動に積極的に参加することで、自分が利用する諸社会資源（環境）になんらかの影響を与えていることから、デアリング（1993）のいう「エンパワメント」(6)に照準した、活動を自ら創出（コントロール）する実践を日常的におこなえており、その結果として、スティグマ化(7)を抑止していることである。
この地区でひとり暮らしを営む女性高齢者（Ａさん）の地域生活が、この約７年間でいかに変容したかということについて、インタビューを用いてその生活変容を捉えてみたい。なお、インタビューの方法として最初の面接では、構築主義的なライフストーリーインタビューを行い、その後の継続的かつ長期的なインタビューについては徐々に、半構造化インタビュー(8)を用いておこなった。
２．住吉地区と各インタビュー調査
ここでは、まず大阪市内住吉地区の概況について触れ、そこで2001年におこなったインタビュー調査と2005年8月に再度実施したインタビュー調査の概要について概説しておこう。
２-１．住吉地区
2003年に住吉人権協会によってまとめられた「住吉地区協50年の歩み」の『2000年部落実態調査の概況』によると、住吉地区の世帯数は、10年前（1990年調査時）で478世帯、人口1343人（平均世帯員数は2.81人）だったのに対して、2000年には517世帯、人口1255人（平均世帯員数2.42人）と推移し、世帯規模の縮小が目立つ。またそれは大阪府の平均世帯員数（2.65人）と比べても核家族化の傾向が顕著に現れている。その年齢別人口構成比をみると90年からの10年間で老年人口比が3.9％増加しており、高齢者世帯の構成比も大阪府のそれを大きく上回っている。さらに、高齢者単身世帯も多いが、母子世帯・父子世帯の構成比も高く、母子世帯で大阪府平均の二倍以上、父子世帯で四倍以上となっている。なお、住吉の教育実態の特徴として、女性の「不就学」が大阪府下の部落平均の約二倍近くあり、地区男性と比べても同値の格差がみられる。また、現在、社会問題化されてきている「NEET（ニート）」と呼ばれる、就労にも教育課程にもない若年者のその前身として、地区では20歳代の7人に1人が高校中退を経験している。そして地区の女性にあっては比較的高い就労意識が伺えるものの、20から40歳代全体で失業率が大阪府の2倍以上もある。10年以上前から指摘されてきたが障害をもつ人の数も多く、とりわけ障害者手帳をもつ人の数は2000年においては大阪府平均の二倍にも昇り、その人びとのほとんどが年間総収入200万円未満に集中している。このことから、地区障害者の厳しい生活実態がわかる。さらに、それに拍車をかけるように障害をもつ人を取り巻くコミュニティ（つながり）の希薄化（孤立化）が進行していることが彼らのニーズとそこから浮かび上がる課題として挙げられている。
２-２．2001年インタビュー調査
2001年、住吉地区における高齢者の福祉と生活に関するインタビュー調査をおこなった。調査者は山田富秋氏（当時京都精華大学）、マリワンブツァボン氏（当時タイチェンマイ大学大学院）、そして筆者の3名でおこなった。調査日程は2001年11月後半の2週間である。調査対象は10名の地区在住の高齢者で、対象者の抽出は当時の部落解放同盟生活対策部にご協力をいただいた。
以下の表１が対象者とその基本属性である。
表１．対象者とその基本属性：2001年調査時（ご本人に確認の上、ケアマネにご協力いただき作成）
	NO
	仮称
	性別
	年齢
	世帯類型
	障害の有無
	生活保護
	要介護認定

	１
	Ａさん
	女性
	70歳
	単身世帯
	障害有
	受給
	○

	２
	Ｂさん
	女性
	74歳
	単身世帯
	無
	―
	×

	３
	Ｃさん
	男性
	68歳
	単身世帯
	障害有
	―
	○

	４
	Ｄさん
	女性
	80歳
	単身世帯
	障害有
	受給
	○

	５
	Ｅさん
	男性
	63歳
	高齢夫婦世帯
	無
	―
	×

	６
	Ｆさん
	女性
	68歳
	単身世帯
	無
	―
	×

	７
	Ｇさん
	男性
	79歳
	高齢夫婦世帯
	無
	―
	×

	８
	Ｈさん
	男性
	65歳
	単身世帯
	無
	―
	×

	９
	Ｉさん
	女性
	67歳
	単身世帯
	無
	―
	×

	10
	Ｊさん
	女性
	78歳
	単身世帯
	無
	―
	×


· 世帯類型については、国勢調査における高齢者世帯の類型化（高齢者単独世帯、高齢者夫婦世帯、その他の高齢者世帯）に基づく。また、障害の有無については、障害者手帳の有無に基づく。要介護認定については受けているものに○印を受けていない者に×印を表記している。
この調査では、非統制的な自由インタビューによって、主に、ライフストーリーと生活、活用している福祉サービス等について尋ねた。
そして、この調査においては、高齢者の方々の語りから「同和対策に基づく諸事業が打ち切られた場合、自分たちの生活はどうなるのか」という不安の声がたくさん聞かれた。
また、住吉地区というまちのなかでは、「高齢者」と呼ばれる人たちは、単にひとつの役割だけでなく様々な役割を行為遂行的に行っていることが確認でき、解放運動を通じて、一時的で限定的であるにせよ、政治的諸権利にアクセスするための場所が現出したこと、そして「生きがい」もまたそうした諸活動への参加を通じて自ら創出（コントロール）するものとして意味づけられていた(9)。さらに、筆者は、同和対策や運動史には収まらない多様な人々の〈生〉とそこから発せられる複数の声があることを明示した。
２-３．2005年インタビュー調査　
（1） 対象者とその基本属性の変化―2001年調査時との比較
　2001年時から現在までの期間に、当然のことながら、調査対象者の基本属性にも変化が伺える。
　とくにこの間の変化として、Ｉさんが障害をもったこと、そして介護保険制度の普及とケア・マネイジャーの増加に伴い、調査対象者だった方々のほとんどが要介護認定を受けるようになったことがあげられる（以下の表２を参照）。
表２．対象者とその基本属性：2005年調査時（ご本人に確認の上、ケアマネにご協力いただき作成）
	NO
	仮称
	性別
	年齢
	世帯類型
	障害の有無
	生活保護
	要介護認定

	１
	Ａさん
	女性
	74歳
	単身世帯
	障害有
	受給
	○

	２
	Ｂさん
	女性
	78歳
	単身世帯
	無
	
	○

	３
	Ｃさん
	男性
	72歳
	単身世帯
	障害有
	
	○

	４
	Ｄさん
	女性
	84歳
	単身世帯
	障害有
	受給
	○

	５
	Ｅさん
	男性
	67歳
	高齢夫婦世帯
	無
	
	×

	６
	Ｆさん
	女性
	72歳
	単身世帯
	無
	
	○

	７
	Ｇさん
	男性
	83歳
	高齢夫婦世帯
	無
	
	○

	８
	Ｈさん
	男性
	69歳
	単身世帯
	無
	
	×

	９
	Ｉさん
	女性
	71歳
	単身世帯
	障害有
	
	○

	10
	Ｊさん
	女性
	82歳
	単身世帯
	無
	
	○


· 世帯類型については、国勢調査における高齢者世帯の類型化（高齢者単独世帯、高齢者夫婦世帯、その他の高齢者世帯）に基づく。また、障害の有無については、障害者手帳の有無に基づく。要介護認定については受けているものに○印を受けていない者に×印を表記している。
（2） 本調査の特徴
さらに、今回のインタビュー調査の特徴としては、2001年調査時におけるインタビュー時の回答から得られた諸社会資源に関する情報を吟味しながら、とりわけ、個人と諸社会資源との関係性の変化に焦点化しながらおこなった点である(10)。というのも、この間の個人と諸社会資源との関係性の変化をネットワーク分析(11)における、諸資源への「接触（交際、参加、利用）の頻度」といったネットワーク質問(12)の指標によって捉えうると考えるからである。そして筆者のネットワークへの注視は、同和対策諸事業が始まる以前の住吉地区にあっては、利用可能なインフラがほとんど皆無であったために、近隣や親族関係による支えあいによって、なんとか子育てや介護、職業斡旋等が行われてきた事を想起すれば、インフラの減退に伴って親族関係への依存行動（例えば交際やそれに掛かる費用の増加）として、すなわち「ケアの社会化」の後退が表現されるのではと仮定したからである。
　したがって、2005年以降の調査研究では、個人の関係するパーソナル・ネットワークとソーシャル・サポート・ネットワークを知るために、それらに関連した質問項目を付け加えた。そうすることにより、本研究では、紙幅の関係上言及できないが、今後の長期的な展望としてソシオグラム(13)を使ったネットワーク分析も可能になると思われる。
３．住吉地区における高齢者の生活変容―地区高齢者Ａさんを事例に
 　では、女性高齢者Ａさんを事例として取り上げ、この間の地区高齢者の生活変容について検討していく。ちなみに、ここでの分析枠組みとしては、主に、生活構造分析(14)において従来用いられている基本項目のうち、ライフ・ストーリー(15)、生活時間、家計の変化と、その変化の内実をできるだけ詳細に知るために、彼女がアクセスしてきた社会資源の特徴的な変化についての語りを取り上げ、考察していく。
　
３-１．ライフ・ストーリー
　以下がＡさんのライフ・ストーリーである。ここでは、Ａさん本人と10日以上に渡る面接調査とフィールドノーツから、ご本人に聞き取らせていただいたライフ・ストーリーの確認及び訂正作業を彼女とともに繰り返しながら構成したものである。もちろん、以下に表記したライフ・ストーリーが彼女のすべてではない。ここでは紙幅の関係上、その概要を示すにとどまらざるを得ないことを予めお断りしておく。
Ａさんは1931年生まれ。女性。生まれも育ちも住吉地区である。現在は一人暮らし。
父が旅芸人をしていた。舞台をもつ隊元だったので、子役として幾度か舞台にでていた。かつて住吉にあった劇場にも出演した。住吉の人にも旅芸人がけっこういた。そうした関係もあって子どものころから芸が好きだった。
子どものころは、小学校6年生を卒業したものの、戦争とそれ以前からの貧困状況の中で、給食費が払えず、弟たちの子守りをしていたため、ほとんど学校へいけなかった。卒業後、結婚するまでの３,４年の期間、難波の「やとない」のアルバイトをしたり、子守りをしていた。そのため字の読み書きはほとんどできないという。
結婚後も子育てをしながら、料亭や清掃の仕事などを親類等から紹介してもらい、高齢になるまで続けた。若いうちに、離婚を経験し、その後はひとりで仕事と解放運動をしながら、二人の娘を育てた。
高齢になってケガで両足に障害をもち、1994と1995年に足の手術をした。その際に障害者手帳を取得した。現在は生活保護で生活している。今は足の障害よりも生活をする上で眩暈が一番の身体の心配だという。
1979年に娘さんが結婚してからはひとり暮らしをされている。しかし、近所に娘や孫、姉などの親族がたくさん住んでいて、多くの場面で支えとなっている。また、総合福祉センターの福祉サービスを利用したり、障害者授産所「ラポール住吉」や高齢者の音楽バンドである「テルオバンド」の活動にも参加しているため地域での人間関係もひろいので、孤独感や生きがいのなさを感じずに生活できていると語る。
解放運動には、40年以上も前から参加してきた。足が悪くなるまでは、若い時から対市交渉やメーデー、女性部活動、全国大会など、たくさんの取り組みに積極的に参加したという。
生きがいは、テルオバンドで、発表のための衣装を作ったり、歌や踊りを発表して、にぎやかにすること。また、その活動が同時に足のリハビリになっているという。テルオバンドには、1996年のほぼ結成当初から参加している。ラポールにはその少し前の、1995年前から参加している。声を出してお客さんをよびこむ仕事をしているという。
現在、福祉サービスは介護保険を利用してヘルパーにきてもらっている。また、2000年まで総合福祉センターでボランティアによっておこなわれている食事サービスに参加していた。それ以外に、ラポールで月に１度開かれる料理教室でご飯を食べたりもしていた。しかし現在は、食事サービスは利用しなくなったという。
若いときはお墓や仏壇をあまり大切に思っていなかったけれども、年をとるにつれ、お参りすると神経が安らぐこともあり、大切にするようになってきたと語る。
地区の若い世代に伝えたいのは、自分たちがしてきた解放運動をがんばって続けてほしいという。
３-２．生活時間
　Ａさんの現在の生活時間は、2001年調査時と比べて、その後もほとんど変わっていない。彼女の生活時間の特徴は、睡眠時間などの一次活動よりも「趣味や娯楽」と「ボランティア活動・社会参加活動」、「交際付き合い」などの三次活動に費やす時間の方が多いことである。この間の変化としてみれば、三次活動のうち、とりわけ「受診・療養」の占める時間が増えてきたものの、「ボランティア活動・社会参加活動」の時間が一周全体のなかに占める割合としては依然として高かった。
　また、このことは、総務省が昭和51年以来、5年ごとにおこなっている「社会生活基本調査」(16)の平成13年調査結果に示された高齢者の生活時間の特徴とは対照的な生活であることがわかる。平成13年の社会生活基本調査結果に示されている高齢者の1日の生活時間の主な特徴として、「『睡眠』と『テレビ・ラジオ・新聞・雑誌』の時間が長い」こと、そして「1日のうち20時間36分を一人で過ごす単身高齢者」、また「子供と離れて住むほど一人で過ごす時間が長くなる単身高齢者」という傾向が示されている。ここからは単身高齢者の孤立化傾向の進行が明らかにされている。
　しかし、Ａさんの場合、単身高齢者ではあるものの、1日のうちひとりで過ごす時間はほとんど8時間の「睡眠」のみであり、テレビは韓国ドラマのブームで最近になって睡眠前によく見るようになっているが、字の読み書きができないということもあり、新聞や雑誌を読むことはほとんどない。そのため、三次活動のなかでも、人との接触が多い生活になっている。その点については後でもう少し詳しくみていくことにする。
３-３．家計
　家計の変化については、主に、収入面しか具体的にはわからなかった。しかし、2005年調査時と比べて収入総額が激減していることが今回の2008年調査から明らかとなった。
　　Ａさんは、2001年調査以前から、生活保護を受給しており、収入はそれと地区内での「生きがい対策」によるもののみだった。彼女は2005年調査時点、74歳で身体障害者手帳も取得しているので、生活保護の老齢加算と障害加算(22)を両方受給し、また夏季・冬季加算(17)も受給していた。2005年調査時でそれらの収入総額は9万1千円であり、生活の厳しさは依然として続いていた。しかし2004年度以降、老齢加算については廃止され、夏季・冬季加算も廃止された。そして今回の2007年調査では彼女の収入総額は7万2千円と激減していた。
2005年調査時、彼女は地対財特法以降の生活変化について次の様に語っていた。その内容は、主な収入としての生活保護費に関することだった。
【語り１】地対財特法終焉以降、生活が変わったかどうか（2005年調査時）
　〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
　Ｙ：前に話を聞かせてもらったときは同和対策あったじゃないですか？
　Ａ：今ないやん
　Ｙ：今なくなって、生活変わったりしてないかなーと思って
　Ａ：変わってるよ！生活変わってる。うちらかて苦しいで。電気とか切れたり、テレビの線が切れたりすると全部負担せなアカンやんか、ほんだらおばちゃんら生活保護もらってるか、生活保護のほうでやってくれるやつとやってくれへんやつとあるやん。それが苦しいわな、やっぱり。ヘルパーさん使っても、生活保護から出してくれるわけやんか、介護保険のな。
【語り２】生活保護について（2005年調査時）
　〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
　Ｙ：生保はいくらぐらい？
　Ａ：下がってるねん、それが。おばちゃん身体障害者のあるねんけども、身体障害者1級２級やったら、1年に1回か2回出るらしいわ、お金がな、そやけどおばちゃん3級の1種やからな、あかんねんて、でーへんねんやん。手当てがな。今までやったら夏、冬になったらクーラー代とか暖房代とか生活保護から4千円、5千円出ててんやんか、今もうそれないようになってるねん。それもなしになってるさかいに、ただ、生活費だけ。くれてるの。それがもうやっていかれへんやん、おばちゃんにしたら。一人やけど。そのあいに、子どもに、おかあちゃんご飯食べ、晩にご飯食べにおいでって言うてくれるから、ちょっと助かるけどな、それなかったら、うちらそんなん食べていかれへん。
そして今回の2007年調査においても、生活保護費の話になった。筆者は当初、彼女が非識字であることから、彼女の第一の困難が家賃などの手続きに関わる事だと推論し、ここでの最初の質問（「129Ｙ」）をしているが、トピックは生活保護へと展開する。
【語り３】生活保護について（2007年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
129Y：家賃の手続きとかはどうなってるん？
130A：おばちゃんらは生活保護もらっているから、そこから出るねん。電気代とか水道代とかは出さなあかんけどな家賃は生活保護から出てるけどな。今までは水道代も出してくれていたけど、今度は水道代出さなあかんようになって3千なんぼ来てんねん。人権文化センターに電話して聞いてもらったら生活保護もらっているからあかんねんって言うねん。生活保護が切れたら水道代を出さなあかんけど、年寄りで身体障害者やしその分もたいがいやってくれているのに何でうちだけあかんのって聞いたら、生活保護をもらっているから二重取りになるねんて。そんなんある？そしたら年寄りでも身体障害者でも年寄りやったらしてくれるんちゃうんって聞いたらそれもあかん言うねん。頭悪いからどういうふうに取っていいかわからん頭が悪いから･･･
131Y：ほんだら水道代が
132A：だいぶ来てるねん。3千5百なんぼ来てるねんで。それで一番最低のメーターやて。うちも他の人の名前出すの嫌いやけど、水道代3百なんぼとか４百なんぼとか言うてるやん。何でそんなに差が違うのん。自分とこそんなに来てるか？
133Y：何やろか？これは同和対策が切れてから？
134A：水道代も切れてるやん。前までやったら水道代もあったけど、それでも年寄りやったら水道代まけてくれるわ言うてたのにな。ほんだら年行ってるのに何でまけてくれへんの？って聞いたんや。Ｆちゃんにも電話してもらってんけど、「姉ちゃん生活保護をもらっているからあかんねん」て言うねん。
135Y：生活保護は家賃だけ？
136A：家賃だけや。あとは自分で払わないと行けないから
137Y：生活保護費はどれくらい？
138A：毎月６万
139Y：それ以外は？
140A：自分で働いて生活してんねん。苦しいやろ。
彼女の主な収入である生活保護費は、6万円にまで激減していた。さらに、その逼迫した状態に拍車をかけるように、2006年9月末より大阪市は「水道料金減免制度」を、水道代が基本的に生活扶助額に含まれていることを理由に廃止したのだった。その結果、上記で彼女が語っているように、少ない収入から3千5百円を支出することになった。
こうした収入に関わる変化とそれに伴う受苦／困難について、彼女は、同和対策諸事業の終焉と同時に生じた出来事として重ねて感受し捉えている。こうした感受は、後で詳しくみるように、地区内にあった生活協同組合店舗の閉店や健康維持のため毎日通っていたコミュニティの公衆浴場の入浴料が倍以上の金額になったため、生活は以前よりも苦しくなった（2005年調査時）と語っていることから、彼女が生活において活用してきた全体資源の急激な変化と関連している。
ちなみに、2003年に住吉人権協会によってまとめられた『住吉地区協五〇年の歩み』の「2000年部落実態調査の概況」で示されたデータによると、住吉地区にあっては、1970年以降の解放運動の開始時において、労働市場から排除された人々を中心に「仕事要求者組合運動」を組織し、非正規雇用であれ、生活保護を受給するよりも、公的年金保険のある仕事に就くことが目指されてきた。そのため、現在の60歳以上の高齢者の公的年金（老齢年金）の加入率は大阪市内の他の同和地区に比べて高く60～69歳で88.8％、70歳以上で87.0％。受給状況をみると、老齢年金の月平均受給額は85,348円（中央値が70,000円。受給額が、30,000円未満の者、30,000円以上60,000円未満の者、60,000円以上100,000円未満の者、100,000円以上の者が、それぞれ受給者数の25％を占めている。
したがって、当然のことながら、2008年4月より開始された「後期高齢者医療制度」に係る負担の問題は、同和対策というバリアがなくなった現在、地区で生きる高齢者も例外なく、その負担は直撃する。報告者は現在、差し当たり、地区高齢当事者の所得状況、家計状況を生活実態とパネル調査を通じて早期に把握する予定である。さらに、「老い」や「障がい」、「病」のみならず「被差別」、「低所得」、「非識字」を経験している高齢当事者がいかにして積極的な《生》を結実することが可能となるような諸実践を模索し展開することが、報告者の重要かつ緊急の課題である。
Ａさんにとっては、かつて地区の多くの同年代の人々が解放運動を通じて、優先雇用であれ、公的年金のある仕事に就いていく中で、生活保護を受給し続けざるを得なかったことへのスティグマが全く無かったとは言い切れず、絶えず彼女の活動・行動様式に影響を与え続けてきたことがインタビューと日常における会話を通じてわかってくる。すなわち、非常に就労意欲が高い彼女にとっては、自らが仕事に就けなかった分、地域内の解放運動や他の活動を率先して行うことで、保護受給者への差別的な眼差しに対して抗ってきたのである。そして高齢者となった現在、地区内にある各施設を毎日訪れ、退職した老人を組織化していく程、中心的な役割を担うことになる。
　しかし、先にみた彼女の収入減を補ってきた地区内での「生きがい対策」の諸活動等も同和対策諸事業の終焉に伴い、困難な事態にあることが、今回の調査を通じて明らかになってきた。
３-４．地域における社会資源の変化～語りから
　ここでは、インタビューから得られたデータをもとに、Ａさんがアクセスしてきた地域の社会資源の変化について―とりわけ、なかでも生活変化に関わるいくつかの特徴的なトピックについて―彼女の語りから明らかにしていく。
（１）2001年調査におけるＡさんからみた地域の社会資源
まず、2001年調査時においてＡさんがアクセスしていた地域社会資源についてふれておきたい。ここで地域社会資源といっても、彼女の日常生活サイクルをみても、地区からほとんど出る機会はなく、自宅から半径500メートルの地区内が彼女の生活圏だった。そして彼女は、その地区内にあるインフォーマルな社会資源とフォーマルなそれらとをうまく活用することで生活を維持していた。
彼女にとって、インフォーマルな社会資源のその主なものとしては、親族ネットワークがあった。また、それ以外に彼女がアクセスしていたインフォーマルな社会資源としては、大阪市立住吉総合福祉センターでボランティア団体が提供する食事サービスを時々利用していた。
また、彼女は、地域のフォーマルな社会資源として、障害者授産所「ラポール住吉」（毎週5日）、大阪市立住吉人権文化センター（ほとんど毎日）、生活協同組合店舗（ほとんど毎日）、公衆浴場「寿湯」（ほとんど毎日）、住吉診療所（時々）、社会福祉法人ライフサポート協会（週1回ヘルパー派遣サービス）、大阪市立住吉総合福祉センター（時々）、部落解放同盟住吉支部老人会の集会（年2回程度）を、活用していた。
ここから当時の彼女の1日の生活を想像することは難しくない。朝早く起きて、体調が良くない時は、住吉診療所へ出かけて健康管理をし、その後、月曜日から金曜日までは障害者授産所「ラポール住吉」の活動に午後3時まで参加する。帰宅後、週に1度ヘルパーが来る日もあるが、来ない日はその後、住吉人権文化センターに出かけて友人やご姉妹と会話を楽しみ、夕食は自宅で作ったりボランティアの食事サービスを利用したりし、その後、趣味である民謡や洋裁、地域高齢者バンドである「テルオバンド」の活動に参加し、それが終わると公衆浴場にいき、帰宅後に就寝するという、ほとんど家にいることがない非常に充実した生活を営んでおられるという印象を受けた。
（２）2005年調査におけるＡさんからみた地域の社会資源
　　2005年調査におけるＡさんの語りにあっては、生活保護等の収入の激減よりも、諸困難の実感をもたらしている主な要因として、それまでアクセスしてきた地域の社会資源の減退に伴う支出の増加と、それまで彼女が「生きがい」として取り組んできた諸活動の停滞が、次項にみる語りから明らかになった。また、親族ネットワークが、十分でない彼女の生活のフォローをしていることもわかってきた。
彼女の親族ネットワークについては、同居する家族成員はないものの、親戚（姉・娘・孫の各世帯）が、2001年調査時で地区内に２世帯、地区外に1世帯在住しており、接触頻度も姉とは「ほとんど毎日」、そして２人の娘家族との接触も週１回程度と、他の「友人・同僚」や「近隣住民」との接触頻度と比べて非常に高い。また、地区外に在住している娘と孫家族も彼女の自宅を中心に半径500メートルの生活圏内に在住しているため、彼女が歩いて訪問できる距離である。さらに、現在では、孫２人が結婚し、一人が地区内でもう一人も彼女の生活圏内に在住したこともあり、彼女をフォローする親族ネットワークは、拡がっている（表５、表６参照）。
（3） アクセスしてきた社会資源の減退と生活変化～2005年調査と2007年調査から
　
【語り４】生活協同組合店舗の閉店（2005年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
　Ｙ：前ね、話聞いた時は生協がまだあった時やったと思うんですよ、生協なくなってから…
　Ａ：難儀してるな。やっぱり買い物は難儀してるわ。生協あった時やったらええけど、すぐない物あったら生協走ろうかーっていうようなもんやったけど、生協なかったら、やっぱり市場行くの苦しいやんか。生協あった方が便利ええな思う時あるわ。
　Ｙ：じゃあ、今は買い物は全部ヘルパーさん？
　Ａ：そうそう、ヘルパーさんに行ってもらったり、自分で行ったり。で、重たい物買いに行く時やったら会館の人と、今日はコーナンへ行くでー言うたら、連れて行ってーって言うたり。
　Ｙ：生協あったらね、自分でも…
　Ａ：そう、自分でも買えるし、持ってきてもらえるし…
　
地区内では唯一のスーパーマーケットだった生活協同組合の店舗が経営難のため2002年に閉店した。その店舗利用者の多くが地区の高齢者と障害者の方々だった。
予想通り、店舗の閉店は、Ａさんの生活に変化をもたらしていた。それは、単に、不便になったというだけでなく、それまで自分でいけていた買い物を、ヘルパーに頼んだり、人権文化センターの職員が行く際に、善意で一緒に連れて行ってもらえるよう頼むようになったと語っている。そのため、前回調査時には、介護保険で週に1回しか利用していなかったヘルパー利用回数も、この間、週に2回になった。
さらに、これまで健康維持のために毎日利用してきた公衆浴場の入浴料金が倍の値段になったという。
【語り５】公衆浴場の利用（2005年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
　Ｙ：今はもうわりと、診療所行って、ラポール行って、で人権文化センター行って、家帰ってきて、風呂屋は？
　Ａ：行くよ。風呂券も高くなってるしな、今までやったら120円やったやつ、250円になってるやろ？
　Ｙ：風呂券、前はいくらでしたっけ？
　Ａ：120円。今250円やん。
　Ｙ：倍になってる？
　Ａ：倍になってる。倍以上になってるやん。
　Ｙ：結構ね、風呂屋も毎日行ったら高いですね。
　Ａ：そうやん。そやから今、夏やからな、週に1回、月曜日の休みの日あるやろ、そのときはもう家でシャワー入ったり、ほんでもう暑い時やったら、今日はもうシャワーしたれって…
上記の生協店舗の閉店にともなうヘルパー利用回数の増加や公衆浴場の入浴料金の増額といった、彼女がこれまで慣れ親しんでアクセスしてきた社会資源の減退と生活変化は、いずれも地対財特法の終焉を契機に生じたものであり、彼女にとってこれらの諸変化は、たいへん劇的な出来事として捉えられていた。
　ちなみに以下、今回の2007年調査でも以前と同様に聞いている。
【語り６】公衆浴場の利用（2007年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
191Y：おばちゃん風呂はずっと行ってるの？
192A：寿湯？
193Y：うん
194A：行ってるよ
195Y：寿湯はお金払ってんの？
196A：払ってるよ260円。他の人は知らんけど、他の者は300なんぼやな。
（４）「生きがい」として取り組んできた諸活動の停滞
2001年調査以降のＡさんの体調の変化として、高血圧と以前からある眩暈が徐々にひどくなってきているという。そのため、以前は時々にしか行っていなかった診療所に、2005年時点では毎日通うようになっていた。そのため、次第に活動範囲も制限されている。それでも彼女が公衆浴場等の公共の場に毎日いくのには、健康維持と生きがいという二つの意義があった。それは、具体的には、他者と接することで自分の病気や身体の痛みからくる不安を忘れたりするというのだという。そのことは次の語りからもわかる。
　なお、2007年調査では人権文化センターに毎日行く理由についても同様の語りが伺えた。
【語り７】外出する理由（2005年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
　Ｙ：体調が良くない時だけしか家には…
　Ａ：うん。先生がな、眩暈したり体調悪かったら、家でジッとしときやって言うからな。そやけど、なんぼ眩暈してもな、自分が退屈やなと思ったらピャーっと出て行って、会館で遊んだりな、皆ようけ、こうおって、話してたら忘れるやん。ほんで家帰ってきたらしんどいわーって目舞うてんねん（笑）、おかしいな。そういう風な気持ちばっかり。そういう体質やな、おばちゃん。ジーっと陰気くさくおるの嫌やねん。
　Ｙ：あー、一人でおったら…
　Ａ：そうそう、どこでもバッバって行きたいねん。
【語り８】人権文化センターに毎日行く理由（2007年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
153Y：おばちゃんは毎日会館に行ってるやん。あれはＦさんにしゃべりに行くの？
154A：Ｆちゃんじゃなくて皆にしゃべりに行く。遊びに行くんやんか。他の者ともおるやん。ＭくんとかＫさんとかＴ君とか皆に声を掛けたら、その日の事などをしゃべってんねん。だから館長でもしゃべりに行くで元気か言うて。Ｆちゃんおったら、たいがいしゃべりに行ってるけどな。ほんでＯちゃんとかとしゃべったりするけどな。
155Y：地域の情報を？
156A：そやそや、みんな言うてること聞いてんねん。世間話をしてるねん。会館入ったところに椅子がおいてあるから、友達と昔の話したり。
157Y：世間話を？
158A：そうや。友達の話しをしたり、旅行の話しをしたり。
159Y：会館は世間話をしに？
160A：そうや。誰々がこうこうこうでな言うて。ほんでＴに嫌みを言うたる時があんねん。誰が偉くしたと思ってんねんみんなが偉くしたんやんけ言うて。わけの分からんことばっかりしやがって言うたんねん。
161Y：他に毎日会館に行っている人って？
162A：そうやな。Ｒさんぐらいやな。
163Y：隣保館の時からずっと行ってるん？
164A：そうやずっと。退屈な時はあそこ行ったら話しするやん。職員に元気あげたり。
165Y：それで会館が閉まっている日曜日はどうしてんの？
166A：テレビ見たり、Ｓちゃん（※筆者補足：娘）所遊びに行ったり、行くとこなかったらＳの家に行ってるかテレビ見てるかのどっちかやな。友達寄った時は今度の日曜日どっか行こうか言うて話しするけどな。やっぱり仕事無くてな、家にずっとおるのも寂しいで、ラポールでも昼からおったらお金もらえるんやからな。そう思ったら、行かなあかんな思うけど、あんなん言われてたらなその時は行く気が無くすねん。仕事なかったらやっぱり寂しいで
167Y：おばちゃん家にずっとおるのは･･･
168A：じっとおるのはあかんわ。昨日かて、Ｋさんに連れて行ってもらって、２時頃から行って５時ごろまでスーパーで服を買ったり、見に回ったり。
169Y：やっぱりみんな買い物が一番困っているみたいですか？
170A：車で連れて行ってくれるやろ楽やねん。Ｓ（※筆者補足：親戚）に一昨日か買い物に連れて行ってもらって紙とか色んな物買って来たけど、Ｙ君かって言うてくれるけどあんたいっつもしんどいやん。
171Y：いやいやそんなことはないで
172A：言うたらあかんって思うから
173Y：買い物も小さいものやったら行けるけど大きなものはな。そんなん会館ではやってくれへんの？
174A：やってくれへんねん
　
　以上の語りに伺えるように、Ａさんは公衆浴場や人権文化センターに毎日通うのには、先の理由に加えて、他者と集うことにより地域の情報や世間話を通じて、地域社会に参加しているという実感を得るためでもあることがわかる。そしてそれは隣保館時代からの習慣なのだ。ここでも彼女は仕事を求める語りをしている。本来ならば、収入が少ないことから、仕事を通じた社会参加をしたいのが第一のニーズであるが、その代償としてセンターでの集いが意味づけられている。
しかし、2001年調査時以降、彼女が参加してきたいくつかの活動の場自体が、徐々に停滞していることが2005年調査で明らかになった。そのうちの一つが、「身体障害者組合」であり、2001年調査時において、Ａさんは、部落解放運動の下部組織である身体障害者組合の諸活動（集会など）に時々参加していた。しかし、現在では組合自体が停滞し、活動がほとんど実施されていないため、ほとんど参加していないという。
そして2001年調査時において何より彼女が楽しみにしていた高齢者バンドである「テルオバンド」も、次の語りに伺える様に、以降、活動が停滞し、現在では消滅してしまったという。
【語り９】活動の停滞（2005年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
　Ｙ：テルオバンドの活動は今はー、練習やったりとか？ 
　Ａ：やってへん。 
　Ｙ：あんまりやってない？
　Ａ：うん。出るちょっと際になったら、1週間程際になったら練習1回か2回やるけど。そやけど、同じ歌ばっかり歌われへん。同じ歌しかあれへん。おばちゃん字知らんしやな、今の新しい歌いうたかて、横でついてもらったら歌えるけどな、自分で勝手に何もなしで歌え言われたら、よう歌えへん。
　Ｙ：テルオバンドはほんだら、もう1年で数回くらい？
　Ａ：1年に1回や、そやろ。9月の日に。
【語り10】活動の停滞（2008年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
175Y：てるおバンドって無くなったん？
176A：無くなった。管理する者がおらんもん、しんどいから。今までＯちゃんがやってたけど、やらんようになったやろ。ほんで出る者もおれへんやん。出る言うたらうちしかおれへんやん。うちもしんどいがな。肝心のてるおバンドこしらえたＴさんが病気で来られへんようになったから。
177Y：今そしたら医者とか買い物行ったりとか･･･
178A：じっとおるのん退屈やねん。
2001年調査時点において、年6回あったテルオバンドの発表の場は、2005年調査時点では年1回程度になったという。当時、彼女は、テルオバンドの活動として、発表に向けた準備としての練習や衣装作りや、そのために洋裁に通ったり、踊りの練習をしたり、さらには歌を唄うためにカタカナを覚えたりなど、発表の場を経るたびに趣味や「生きがい」がどんどん創出されていた。しかし2005年時では、発表の場が減り、また、歌を唄うために字の読み書きを教えてくれる人がなかなかいなくなったので、踊りのみの参加になった。
　　　　そして、この2005年時で彼女が指摘しているように、文字の読み書きに関する要請は、このテルオバンドのような自主サークル活動の場面だけでなく、これまで彼女が参加してきた他の社会活動の場面においても、強く求められるようになってきたという。
例えばそれは、彼女がボランティアで続けてきた、大阪市立住吉人権文化センターでの日曜日の電話受付業務において求められるようになり、これまで老人の「生きがい対策」として、月に4回程度の電話受付業務に2人で対応してきたが、今後、公的機関に機械警備が導入される方向であるため、以前は月に4回程度あった電話受付業務の回数も現在では月に2回になった。また、以前は1日の同じ時間に2人で受付・管理していたが、2005年時では電話受付業務を1人でおこなわなくてはならなくなったという。そのため、字の読み書きができない彼女は、これまでもう一人いた同僚にその点をフォローしてもらってきたが、2005年調査時にはひとりで受付用紙と日報を書かなくてはいけなくなり、当初、彼女はその活動を辞めることも考えたと語っていた。
　今回の2007年調査では、それ以降の事についても尋ねてみた。
【語り11】「生きがい対策」としての仕事が無くなった（2007年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
95Y：土曜日は会館で食事やって、会館の方は毎日行ってるん？
96A：毎日行ってるよ。毎日１回は覗くよ。そしたらＦちゃんとかが今日はＡさん来えへんわ言うて。「何でなあんたの顔を見やなあかんねんなー」。そしたら「来えへんかったら寂しいわー」言うてんねん。
97Y：会館に行って長いもんね？
98A：長い、ほんで電話番やってたからな。
99Y：結局どうなったん？
100A：あかんねん。１週間に１回でもあったら嬉しいねんけどな。１日４千円とかもらっていたから１ヶ月でようけあったで。週に１回やったらなんぼや？
101Y：週に１回やったら？
102A：うん。１万か２万ぐらいあるやん、それやったら助かるやん。それが無くなったからな。
103Y：あれは土曜日か日曜日？
先の生活時間の項でみたように、字の読み書きができない彼女にとっては、三次活動のなかでも、「新聞や雑誌を読む」という選択肢自体がそもそも捨象され、「ボランティア活動・社会参加活動」や「交際付き合い」といった選択肢に限られていた。さらに、ここにきて、それら「ボランティア活動・社会参加活動」という選択肢も非識字ということから制限される状況にあった（2005年調査時）。
しかし、彼女は、これ以上、自分が営んできた活動が制約されたくないという理由から、当時、週に２回くるようになったホームヘルパーに、識字学習をしてもらえるよう依頼した。そして、ヘルパーがくる週に２回のうち、火曜日に来るヘルパーから字の読み書きを教えてもらうようになった。さらに、金曜日に来るもう一人のヘルパーからも手話ができることを聞いて、時間内に手話を習うようになったと語っていた（2005年調査時）。
また、2001年調査時から「識字」についてはＡさんに変化がみられた。当時、「識字」についてＡさんは次のように語っていた。
【語り12】「識字」に対する意識の変化（2001年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
　Ａ：（識字学級は）いってないんですよー、いまー、そやから皆、行け行け言うけどね、いまさら行ったかてー、頭使うだけで、ボーっとするだけでね、もうようせん、もういらんっていうて、せえへんねん 

そして2005年調査時では、以下の語りにみられるように「識字」に対して非常に意欲的になっていた。これまで参加してきた諸活動がこれ以上制限されたくないという思いから、ほとんど諦めていた識字学習に彼女は取り組み始めたのだった。
【語り13】「識字」に対する意識の変化（2005年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
　Ａ： これ、（ヘルパーさんが）書いてくれてな、Ａさんこうやって書いてしいやーって。ほんで書いてんねん。所・番地書けへんかったら、私、どこ行ったかて、郵便局行っても区役所行っても、所・番地書けと言われたら、うちよう書かんから書いてー言うやん、もうそれがな、うちかてやっぱり勉強したいし、こうやって書いてくれてこれを真似して書いてるねん。ヘルパーさん来てくれてな。
しかし今回調査では、手話や文字の読み書きを教えてくれていた、気の合うヘルパーが辞めた事により、「識字」に関しては全くしなくなったと語る。また、現在でも非識字の高齢者が地区にはたくさんいるにも関わらず、識字事業は無くなりつつある。
【語り14】「識字」に対する意識の変化（2007年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
27Y：ヘルパーさんはずっと週に２回？
28A：２回。掃除とか風呂とか洗ってくれたりするやんか。
29Y：洗濯は？
30A：洗濯は自分でするんやんか。
31Y：ほんだら掃除だけ？
32A：掃除だけやってもらってる
33Y：前に聞いた時はヘルパーさんに来てもらって識字だけやってもらってるって言っていたけど･･･
34A：あの人が辞めてん。その人が府立病院に行ってるんやんか。耳の聞こえない人とかが入院してくる言うて府立病院に行ってるねん。あの人来たら手話とか教えてくれたのにな、字もあんばい教えてくれたり、Ａさんこれ夏物やでとか冬物やでとか書いてくれてくれてんねんやんか、ほんだら分かるやろ。あんなヘルパーさん欲しいわ思って･･･
35Y：合ってたんや
36A：気が合っててん
37Y：今は手話とか教えてもらえずに掃除だけ？
38A：うん
39Y：１回何時間ぐらい？
40A：１回１時間半。言ったら布団干してくれたりするねんけど。
　これまでの調査対象者としての高齢者がそうであったように、住吉地区で暮らすほとんどの高齢者は非識字という困難を抱えている。そのため買い物や移動、選挙の投票、申請手続き等、日常生活の様々な行動やアクセスが制限されている。そしてこれまでの同和対策時代にあっては、その負担は主に、人権文化センター（かつては隣保館、解放会館）を中心とした地区内施設が担ってきた。しかし、実際には、その負担について地区内施設だけでは対応しきれず、家族や親族、隣人が負っているのが現実である。そして識字事業が廃止されようとする今日、フォーマルにこの問題が制度的にどこに位置付けられるのかは差し迫った課題である。上記のＡさんの経験にみられるように、就労意欲が非常に高いにも関わらず、「生きがい対策」としての仕事をすることすらままならない現実と、さらに学び直すことすら不可能な現実があるのだ。そして、こうした眺めからすれば、次のＡさんの語りにあるように、人権文化センターは非識字である高齢者にとっては、生活に直結した必要不可欠な相談場所であり、その前提には「子ども」には頼りたくないという「ケアの社会化」に向けた希求がある。
　この点については、これまでインタビューを行ってきたほとんどの高齢者に共通にみられた語りだった。すなわち、高齢当事者がこれまで行ってきた運動は、家族や親族に依らない「ケアの社会化」に向けられていたということである。
【語り15】子どもの世話にはなりたくない（2007年調査時）
〔Ｙ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
198A：自分は会館にあんまりいてなかったからな。聞きに行った時会館が無くなることは聞かへんか？聞いてる他の人から？無いようになっったらなんぎやんかうちら裁判に行かなあかんし。ここがあってちょっと相談でも行けるし無くなったら誰に相談を持って行ったらええか分からんようになるやん
199Y：家賃の書類でも何でも
200A：そうそう
201Y：誰かに見て書いてもらわなあかんし
202A：Ｆちゃんでも書いてくれたり、粗大ゴミでもどうほって良いか分からんからな。「コンビニでも行ったらしてくれるから」言うてくれるからな。聞かなうちらかて字を知らんからわからんやんか
203Y：家族とか身内に頼めるやつもあるけど
204A：そこまで行くのがしんどいやんか。子どもにいっしく来るって思われてもかなわんしな
　最後に、これまでの調査を通じてＡさんが、繰返し語っていたのは、以下にみるように、収入を得るために自分でもできる仕事がほしいということである。
【語り16】ニーズ（2005年調査時）
〔Ｒ：インタビューアーである私、Ａ：Ａさん〕
　Ａ： どんどん年寄りの仕事増やしてくれたらな、何でもええやん、増やしてくれたらええねんけど。
今なんやら、ＮＰＯとかやってるやんか、あの人らやったら、皆、年の若い子やったら弁当運びしたり、ご飯こしらえたりやってるやん。あんなんやったら入れるけど、うちら年いってるのにでけへん。体悪いのに。眩暈したりするのに。人ないかーないかー募集してるけど。やってくれる人おらへんかー言うてるけどな。うちら年寄りにでけへん。
しかし、今回調査では、彼女が毎日通っていた「ラポール住吉」の仕事が減ったことにより、彼女が得てきたそこでの１日あたり800円の給与が400円になったと語る。そしてそのことについて人権文化センターの責任者にクレームを申し立てたが理解してもらえず、
生活状態を鑑みて臨機応変に対応してくれなくなったことについて、これまで信頼をして相談してきた人権文化センターの生活相談員に「あんたも区役所の人と一緒やな、考え方が･･･」と怒鳴ってしまったという。
同和対策諸事業の終焉により、地区のコア施設であった人権文化センターの相談員の考え方や対応が大きく変わったことにより、Ａさんにとっては相談員が「区役所の人と一緒」になったと感じるようになった。
　彼女にとって、信頼してきた唯一の機関との軋轢ほど心苦しい事はない。
４．まとめにかえて
　　　ここまで、住吉地区において2001年と2005年、そして2007年におこなった地区高齢者のインタビュー調査のなかから、Ａさんの事例をとりあげ、地対財特法の終焉以降の彼女の生活変化について検討してきた。この事例からなにか普遍的な答えを導き出すことはできないが、少なくとも、地対財特法終焉以降の地域における彼女の生活変化の語りを通して、次の諸困難を指摘することができるだろう。
　　第一に、2001年調査時と2005年調査以降とでは生活保護受給額が激減したことがわかる。第二に、それと同時に、2002年に同和対策諸事業の終焉を迎え、生活協同組合やコミュニティ公衆浴場の入浴料の増額といった、アクセスしてきた地区内の社会資源が一挙になくなったことで、地区在住の高齢者であるＡさんにとっては、それが同時期に起こった非常に急激な変化として捉えられている。そして水道代減免制度がなくなり支出が増えたために生活が以前よりも実際に苦しくなっている。さらに、第三に、「生きがい対策」としておこなってきた仕事までも対策の終焉に伴って喪失し、信頼してきた相談員との軋轢という人間関係にまでも影響を受けている。
そして第四に、これまでなんとかケアを社会化し、そしてＡさん自身もそれに向けた運動や諸活動（解放運動や新生活運動など）を展開したきたにも関わらず、老人や障害者からみれば有益だった社会資源が激減し、昔のような親族ネットワークに少なからず依存せざるを得なくなったために、親族ネットワークを維持していくための支出（投資）が高まることで、結果的により高いコスト（労力も含む）を支払わなくてはならなくなることが考えられるからである(18)。彼女の「子どもに頼りたくない」という希求はこうした予測されうる逆行した状況（かつての住吉地区の状況）に対する抵抗とも読み取れる。
　　最後に、差し当たり、これまでの調査研究から浮上した諸問題についてふれ、今後の課題について明記しておく。
これまで報告者は、大阪市内住吉地区に戦略的にフィールドを限定化した上で、部落の中でも周辺化されてきた人々の生活史と語りに関する長期的かつ継続的なインテンシヴなフィールドワークとその考察によって主として以下の点を明示した。
第一に、ほとんどの高齢者と障害者の生活史の語りの中に典型的にみられた点として、1970年以降に本格的に同和対策諸事業を通じた部落解放運動のまちづくりへの参加を通じて住環境や生活が改善されたという物語が「成功話」として語られる一方で、とりわけ部落の人間関係に関しては、まちづくりによって公営住宅が建設される以前の長屋とそこでの人間関係のほうが良かったと懐かしむ語りが観察された。すなわち、「現在」という時間・地点から遡及的に部落内のコミュニティにおいて流通するモデルストーリーという「成功話」を自らにおいても常に作り出しながらも、実際にはそのモデルストーリーには回収され得ない苦悩と葛藤に満ちた現実の語りを紡ぎだしていたのである。当事者の語りはモデルストーリーを作り出しつつも、それを裏切るのだ。このように現在の語りの磁場から複数の声が発せられ多様な物語が上演されていることを明示した。
第二に、同和対策諸事業による「エリアに限定した政策」を推進した政策的帰結として、ほとんどのインフラは「エリア内部」において整備されることになったのだが、現実には、重層的・複合的差別とそのような「自己完結化したインフラ整備」が皮肉にも結びつくことによって、それらは言わば「見えないバリア」として機能してきてしまったことを明らかにした。更には、このように当事者たちの生活はエリア内部で自己完結化してしまったがゆえに、同和対策諸事業が終焉した現在では、その地域にとどまらざるを得なかった人々、とりわけ高齢者と障害者、非識字者は、一方では「自己完結化したインフラ整備」によってエリアでのみ生活せざるを得ないような行動様式が歴史的・政策的に作り出されながらも、今日においてはその「インフラ」さえも剥奪されたゆえに、アクセスの手段それ自体を奪われてしまっている事態にあるのだ。加えて、被差別や非識字等の諸困難について集い語り合うための関係性の網の目としての「語り合いの場」の剥奪をも経験しているのである（矢野 [2008]）。
報告者は主に上記2点について当事者の視点に照準して明らかにしてきたが、今後の課題として、第一に、政策的・歴史的文脈や政策的・運動的文脈をより緻密かつ詳細に析出しつつ、現在の当事者においていかなる困難が現れてしまっているのかの社会的帰結を明らかにすること、第二に、戦後における行政的介入がいかなる事態を当事者において現に出来させているのか、さらに第三に、その行政的線引きが当事者間の断絶をもたらし、いかに過酷な状態へと彼・彼女らを追いやってきたという、歴史的帰結を明示する点が残った。
　　今回、報告した高齢当事者Ａさんの語りは、まさに、いま現実に生じ体験している受苦と諸困難についての納得できるだけの説明と行動を、私に問いかけていたのである。
　　また、この間、私がよく知る地区在住の３名の人々が自殺を図った。
　　いま、ここで、何が生じているのか。
これまで私たち社会科学者は、受苦や諸困難を被っている「当事者」の現実にどれだけ向き合い、答えて来たのか。
あらかたの抵抗の歴史があるが故に、その逆説性について深く考察することこそが社会学の重要課題なのである。
表５．インフォーマルな社会資源（供給主体）
	供給主体/調査年度
	2001年調査時
（同和対策時代）
	接触頻度（交際・参加・利用）
	2005年調査時
（ポスト同和対策時代）
	接触頻度（交際・参加・利用）

	家族成員
	なし（単身）
	／
	なし（単身）
	／

	親戚
（注：ご本人からみて主観的に親戚だと思う方のみ）
	地区内に２世帯在住
姉1名
娘1名
娘婿1名
孫2名
姪1名
地区外に１世帯在住
　娘1名
娘婿1名
　孫3名
	ほとんど毎日
週1回程度
週1回程度
週1回程度
ほとんど毎日
週1回程度
週1回程度
週1回程度
	地区内に３世帯在住
姉1名
娘1名
娘婿1名
孫3名（内1名世帯分離）
姪1名（婚姻し他県へ）
地区外に２世帯在住
　娘1名
娘婿1名
　孫2名（内2名世帯分離）
曾孫1名
	ほとんど毎日
週1回程度
週1回程度
週1回程度
年1回程度
週1回程度
週1回程度
週1回程度
週1回程度

	友人・同僚
	多数いる

	ときどき
	多数いる
	ときどき

	近隣住民
	多数いる
	挨拶をする程度
	多数いる

	挨拶をする程度

	ボランティア
	食事サービス

	ときどき
	食事サービス
	利用しない


表６．フォーマルな社会資源（供給主体）
	供給主体/調査年度
	2001年調査時
（同和対策時代）
	接触頻度（交際・参加・利用）
	2005年調査時
（ポスト同和対策時代）
	接触頻度（交際・参加・利用）

	団体・組織
	部落解放同盟住吉支部
老人会
身体障害者組合
生活協同組合
自治会
	月1回程度
ときどき
頻繁
年2回程度
	部落解放同盟住吉支部老人会
身体障害者組合
―――――――
自治会
	月1回程度
ほとんどない
閉店
年2回程度

	非営利法人
	――――――

	―――――
	―――――――
	―――――

	行政
	大阪市立住吉人権文化センター
大阪市立住吉総合福祉センター
	ほとんど毎日
ときどき利用
	大阪市立住吉人権文化センター
大阪市立住吉総合福祉センター
	ほとんど毎日
あまり利用しない

	民間法人（企業）
	社会福祉法人ライフサポート協会
住吉診療所
銭湯（寿湯）
	週1回（ホームヘルパー利用）
ときどき
ほとんど毎日
	社会福祉法人ライフサポート協会
住吉診療所
銭湯（寿湯）
	週2回（ホームヘルパー利用）
ほとんど毎日
ほとんど毎日


注・参考文献
(1) 厚生労働省「国民生活の動向（2004）」の同和対策の項目を参照されたい。


(2) 内田雄造「同和地区のまちづくり論」参照。


(3) 「同和問題の解決に向けた実態等調査報告書（同和地区内意識調査）2001年大阪府」と「同和問題の解決に向けた実態等調査報告書（生活実態調査）2001年大阪市」を参照。


(4) 国際人権大学院大学ＨＰより「記念講演：炭谷茂」を参照。なお、イギリスの「ＣＡＮ」の実践については、炭谷茂・大山博・細内信孝編著「ソーシャル・インクルージョンと社会企業の役割　地域福祉計画推進のために」、ぎょうせい、2004年を参照されたい。


(5) 鍋島祥郎氏は部落解放運動のこれまでの総括も含め、「行政の補助金に依存した従来の運動からの脱却」を図る必要性について論じ、NPOやボランティアなどのアソシエーションの可能性について言及している。詳細は「ボランティア革命時代の社会運動―絶滅か再生かー」『共生社会研究　創刊号』大阪市立大学大学院都市創造研究科、2004年を参照。


(6) デアリング（1993）のいうエンパワメントモデルとは、社会福祉サービスの利用者、消費者がより力を持ち、自分たちの生活に影響を及ぼす事柄や問題を自分自身でコントロールできるようにすることを表現するための用語であるという。詳しくは、小川喜道著「障害者のエンパワメント―イギリスの障害者福祉」、明石書店、1998年、p167-168を参照されたい。


(7) 社会福祉では「スティグマタイゼーション」とも呼ばれている。スティグマの社会的影響についてはE.ゴフマンの「スティグマの社会学」（誠信書房）を参照されたい。


(8) ウヴェ・フリック著、小田他訳「質的研究入門」（春秋社、2003年）の半構造化インタビューの項について参照されたい。


(9) 山田富秋編「老いと障害の質的社会学」（世界思想社、2004年）第一部を参照されたい。


(10) 　ウヴェ・フリック著、小田他訳「質的研究入門」（春秋社、2003年）の問題中心インタビューの項について参照されたい。


(11) 安田雪著「ネットワーク分析　何が行為を決定するか」（新曜社、2005年）・安田雪著「人脈づくりの科学　『人と人との関係』に隠された力を探る」（日本経済新聞社、2004年）を参照。また、ダンカン・ワッツ著：辻他訳「スモールワールド・ネットワーク　世界を知るための新科学的思考法」（阪急コミュニケーションズ、2005年）も参照されたい。


(12) ネットワーク質問とは、ネットワーク分析において個人のもつパーソナルネットワークについて調査時に用いられる質問項目を指す用語である。具体的に、本論のインタビュー調査では、ネットワーク質問項目として、社会資源に該当する個人や団体組織等との接触頻度について、「娘さんとはどのくらいお会いしてますか？」や「人権文化センターにはどのくらい訪問してますか？」等といった質問を投げかけている。


(13) 　社会ネットワーク分析で、グラフを表す用語。統計で用いられるグラフと区別するために、ネットワーク分析ではソシオグラムと呼んでいる。


(14) とりわけ都市社会学において用いられてきた生活構造分析は、1940年代以降のアメリカ社会学（とりわけシカゴ学派）におけるワースのアーバニズム論（集団参加論的志向）をベースとして展開し、その後、アクセルロッドのワース議論に対する反証としての集団参加の構造化などに基礎づけられる。生活構造の基本的な分析軸としては、階層性、移動性、家族性等があるが、今日では個人の社会参加を広義的に捉え、個人の営む生活戦略を含む生活者の視点からその構造を捉える必要性が分析課題としてあげられている。従って本稿ではとりわけ社会福祉援助に直接的に関与する項目の分析にとどめることとする。


(15) ウヴェ・フリック著、小田他訳「質的研究入門」（春秋社、2003年）のライフ・ヒストリーの項について参照されたい。


(16) 社会生活基本調査については総務省HPで閲覧可能。そちらを参照されたい。


(22) 老齢加算と障害者加算は、生活保護法に基づく生活扶助として、老人加算は高齢者に対する特別需要に対応し、障害者加算は身体障害者手帳1級、2級及び3級の身体障害者もしくは国民年金法の1級または2級の障害者に対する特別需要に対応している。


(17) 夏季・冬季加算は、生活扶助のうち、第2類に属し、光熱水費、家具什器などの世帯共通経費に含まれる。基準額は各市町村の級地により異なる。
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